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 芦 監 第 ５ ８ 号 

     令和７年５月１５日 

請 求 人  様 

芦屋市監査委員  阿 部 清 司 

同     中 島 健 一 

住民監査請求「道路公園施設包括管理業務委託契約の解除を求め

る。」に関する監査の結果について 

 令和７年４月２日に受付した地方自治法第２４２条第１項の規定

に基づく住民監査請求に係る監査の結果を同条第５項の規定に基づ

き、次のとおり通知します。 
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第１ 監査の請求 

１ 請求人 

   主たる事務所の所在地が芦屋市である法人 １団体 

２ 請求年月日 

   住民監査請求「道路公園施設包括管理業務委託契約の解除を

求める。」に係る請求書は、令和７年４月２日に提出された。 

３ 請求の趣旨 

   令和６年９月３０日に公表された道路公園施設包括管理業務

委託に係る公募型提案方式について、業務委託等業者選定委員

会が実施した本件提案方式による評価は、「障がい者雇用状況」

における提出書類の真正性の確認を怠っており、著しく公正を

欠き、不当なものであり、本件業務委託契約の解除及び解除に

ともなう損失補填を求める。 

４ 請求の受理 

請求については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第２４２条に規定する要件を具備しているもの

と認め、令和７年４月９日に受理した。 

第２ 監査の実施 

１  監査の対象事項 

道路公園施設包括管理業務委託に係る公募型提案方式による

評価が不当であり、これに伴い発生すると見込まれる委託料の

差額分の支出が不当であるか。評価が不当であったことを前提

として、芦屋市長が当該契約の解除などの措置を講ずるべきか

否かを監査の対象とした。 
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２ 監査対象部署 

   都市政策部都市基盤室道路・公園課 

   総務部総務室契約検査課 

３ 監査の実施方法 

   法第２４２条第５項の規定に基づく監査は、監査対象部署に

対して書類の提出を求め、書類確認を行うとともに、関係職員か

らの事情聴取を行う方法で実施した。 

４ 監査対象部署への聞き取り 

   都市政策部都市基盤室道路・公園課職員及び総務部総務室契

約検査課職員に対し、法第１９９条第８項の規定に基づき、資料

の提出を求めるとともに、監査の対象となったものについて聞

き取りを行った。 

５ 請求人の陳述 

   請求人に対し、法第２４２条第７項の規定に基づき、令和７年

４月２４日に陳述を行う機会を与えた。請求人は、当該陳述にお

いて、請求の趣旨に係る補足説明を行った。 

第３ 監査の結果 

本件措置請求については、監査の結果を合議により次のとお 

り決定した。 

１ 結論 

本件請求を棄却する。

２  請求人がその陳述において主張する事実及び評価

(1) 請求人がその陳述において主張する事実 

ア 見積金額は契約者（以下Ａ企業体という。）：１８億８，４

７４万円、参加した２者のうち、見積総額の税込額が低額で

あった参加者（以下Ｂ企業体という。）：１８億３，２６０万

円であった。 
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評価結果は、Ａ企業体：５１６点、Ｂ企業体：５０３点と

１３点差になり、Ａ企業体が契約候補者に選定され、令和７

年４月１日にＡ企業体と本件業務委託契約が締結された。 

イ 企業評価（３）社会性に「障がい者雇用状況」の項目があ

り、提出書類は「障害者雇用状況報告書（以下報告書とい

う。）（写）」となっている。Ａ企業体代表企業、Ｂ企業体代

表企業は共に法定雇用義務はなく、報告書を公共職業安定

所に提出する必要のない事業主である。 

ウ 資料２の評価結果では、法定雇用義務のない業者は、障害

者の雇用があるかどうかで判断されるが、Ａ企業体は令和

６年１０月１日現在の報告書（写）を提出し、１２点が配点

されている。 

  一方でＢ企業体は報告書（写）に加え、雇用している者の

雇用保険関係書類と障害者手帳の写しを添付しており、そ

の書類一式により１２点が配点されている。 

エ Ａ企業体の企画提案書の実施体制には、Ａ企業体構成企

業のみが記載されており、業務責任者や施工する協力業者

が記載されていない。 

オ 企業評価（１）企業能力に「業務実績」の項目があり、Ａ

企業体は、履行実績届の裏付けとして、令和５年７月１日に

契約を締結した芦屋市道路及び公園施設等包括管理業務委

託の契約書（写）を提出している。 

(2) 主張する事実に基づく請求人の評価 

ア Ａ企業体の報告書は、公共職業安定所及び業務委託等業

者選定委員会において、真正性の確認がされておらず、この

提出書類を根拠に審査をしたことは不当である。 

イ 令和６年９月３０日に公表された公募型提案依頼書には、

企業評価において具体的な基準日が明記されていない。客

観的に判断すれば、基準日は公表日の令和６年９月３０日

となる。 

Ａ企業体の報告書は、基準日時点の状況が確認できない

ため０点が公正である。 
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ウ 市内企業に協力依頼を行わず、協力表明書を取得するこ

となく作成・提出されたＡ企業体の企画提案書は実施体制

が組めておらず、実施体制及び業務品質・効率性について審

査をしたことは、架空のものを評価したことになり不当で

ある。 

エ 企業評価（１）企業能力「業務実績」の項目において、Ａ

企業体が提出した履行実績届の裏付け資料は、芦屋市から

Ａ企業体代表企業に入札への参加を依頼した業務委託の契

約書（写）であり、その実績を審査することは、公平性を欠

き、不当である。 

オ 

(ｱ) 令和５年７月１日契約の業務委託の入札に参加するに

は、令和５年４月１日現在の芦屋市競争入札参加資格者

名簿に記載されているはずだが、Ａ企業体代表企業は市

内及び市外業者の名簿には記載されていたが、市内業者

のみの名簿には記載されていなかった。 

(ｲ) また、令和５年３月に、市の職員がＡ企業体代表企業

に出入りしているという目撃情報があり、Ａ企業体代表

企業に入札手続きについて尋ねたところ、「今手続きをし

てもらっているところ」という証言を得ている。 

(ｳ) 契約過程に疑念を持たれる業務委託を実績として評価

することは不当である。 

以上のとおり、本件提案方式による評価は著しく公平性を欠

き不当なものであり、提出書類についても真正性の確認がされ

ないまま、見積金額が高額なＡ企業体と契約を締結したことは、

法第２条第１４項に違反する。よって、契約を解除する等必要な

措置を請求する。 

３ 監査の方法 

(1) 関係職員からの事情聴取

監査対象部署職員から事情の聞き取りを行った結果は以下

のとおりである。
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ア 障害者雇用状況報告書について 

  (ｱ) 芦屋市提案方式実施マニュアルでは、報告書（写）を提

出することとなっており、業務委託等業者選定委員会にお

いて、報告書（写）をもって、評価したことに不当な点は

ない。 

(ｲ) Ａ企業体代表企業からは、障害者を雇用していると口

頭ではあるが報告を受けている。 

イ 公募型提案方式依頼書における企業評価の基準日の考え

方について 

  (ｱ) 基準日は明記していないが、企画提案書の提出期限は令

和６年１０月２８日であり、提出期限までに企画提案書を

作成し、提出すればよいという考えである。 

ウ Ａ企業体の企画提案書における実施体制について 

  (ｱ) 芦屋市道路公園施設包括管理業務委託公募型提案依頼

書に基づき、実施要領に対して「協力表明書」を取得しな

くともよいかとの質問が参加者からあり、協力企業一覧表

を添付することと提案依頼書に記載しているが、企画提案

書提出時点での協力企業の協力表明書を求めているため、

業務受託後、協力企業を加えることは問題ない旨回答して

いる。 

  (ｲ) 令和７年４月１日の時点では、各業務責任者が配置され、

問題なく業務は開始できている。 

エ 令和４・５年度芦屋市競争入札参加資格者名簿について 

(ｱ) Ａ企業体代表企業の令和４・５年度芦屋市競争入札参加

資格審査申請書は令和４年１１月３０日に受付されてお

り、提出期間の令和４年１１月１日から１１月３０日の期

間内に提出されたものであるため、手続きに不備がないこ

とを確認した。 

(ｲ) 市ホームページに掲載されていた令和５年４月１日現

在の市内事業者名簿については、正しくは５事業者を掲載

するべきところ、上記(ｱ)の期間内に申請のあったＡ企業

体代表企業を含む３事業者が名簿に反映されていなかっ

たことを監査対象部署からの聞き取りにより確認した。 
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(2) Ａ企業体代表企業からの事情聴取 

   Ａ企業体代表企業に対し、法第１９９条第８項に基づき調

査を行った結果は以下のとおりである。 

  ア 障害者雇用状況の実績の確認について 

(ｱ) 令和７年４月２８日に関係書類の提出を求め、同年５

月２日に提出があり受理をした。 

(ｲ) 提出された書類を確認した結果、同企業が企画提案書

提出時に添付した報告書（写）に誤りのないことが確認さ

れた。 

(3) 書類等の調査 

ア 令和４・５年度競争入札参加資格審査申請書 

(ｱ) Ａ企業体代表企業が提出した申請書は、令和４・５年度

競争入札参加資格を有しない者の追加登録の申請書であ

った。資格の有効期間は令和５年２月１日から令和６年３

月３１日である。 

(ｲ) 追加登録の申請書は、令和４年１１月１日から１１月３

０日に提出することとなっており、Ａ企業体代表企業の申

請書は令和４年１１月３０日に受付されていることを確

認した。 

   イ 芦屋市道路公園施設包括管理業務委託契約書 

     令和７年４月１日に本件業務委託契約が締結されたこと

及び委託者の責めに帰すべき事由により解除がなされた場

合、委託者は損害賠償の義務を負うことを確認した。 

   ウ 芦屋市提案方式実施マニュアル 

下記の点を確認した。 

    (ｱ) 「障がい者雇用状況」、「評価の視点」において、障害者

雇用状況報告書（写）を提出することとなっていること 

(ｲ) 価格評価を含めた評価点に基づき、契約候補者を決定

することとなっていること 
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４ 監査において認定した事実等

(1)  障害者雇用の状況について 

   請求人は、Ａ企業体代表企業の報告書（写）の真正性が公共

職業安定所でも、業者選定委員会でも確認されておらず、同書

類に基づく評価は不当であると主張している。 

Ａ企業体代表企業に対し、法第１９９条第８項に基づく関係

人調査として書類の提出を求め、障害者雇用の事実を確認した。 

そもそも、市が提出を要請した書類には、障害者の雇用の促

進等に関する法律等で罰則をもって虚偽の記載を許さないと

している書類であり、基本的にこれらの書類の内容に虚偽があ

るのではないかとの主張をする場合、その正確性に関し相当程

度以上の疑問がある場合でなければ本件のような主張に対応

する必要もない。

本件では、議論の余地をなくすためにＡ企業体代表企業に確

認はしたが、本来的に不要な手続きであることを付言する。 

(2) 令和４・５年度競争入札参加資格審査申請書について 

   請求人は、市がＡ企業体代表企業に、令和５年７月１日契約

の芦屋市道路及び公園施設等包括管理業務委託に係る公募型

提案方式に参加してもらうために、本来は令和４年１１月１日

から１１月３０日に提出する必要がある申請書を、提出期間後

に受け付けた疑惑があると主張している。 

   契約検査課での調査において、Ａ企業体代表企業の令和４・

５年度競争入札参加資格審査申請書は令和４年１１月３０日

に受付されており、手続に不当な点がないことを確認した。 

なお、市ホームページに掲載されていた令和５年４月１日現

在の市内事業者名簿について、Ａ企業体代表企業が記載されて

いなかったことが認められた。これは、正しくは５事業者を掲

載するべきところ、上記の期間内に申請のあったＡ企業体代表

企業を含む市内３事業者が全事業者名簿には記載されたが、同

時に記載されるべき市内事業者名簿に反映されていなかった

ためであり、市ホームペーシ作成上の誤りであることを確認し

た。
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なお、前記２(2)オ(ｲ)の事実を認定すべき資料はない。 

(3)  基準日の考え方について 

    企画提案書の提出期限を基準日とすることに不合理性はな

い。 

５ 監査の判断 

   本件は提案方式を採用し、価格評価を含めた評価点に基づき、

契約候補者を決定することとしており、この点に関しては請求人

自身、特に問題としていない。したがって、本件は提案方式全体

に係る個別の評価が相当かどうかを判断すれば足りるというこ

とになる。 

認定した事実に基づけば、請求人の主張する事実はいずれも認

めることができず、上記評価が不当であると判断する根拠はない。

よって、本件措置請求は理由がないと判断し棄却する。 

第４ 監査委員の意見 

監査の結果については以上のとおりであるが、監査の経過等を

踏まえ、次のとおり意見を述べることとする。 

 １ 市ホームページに掲載された市内事業者名簿の内容不備につ

いて 

   市ホームページには、市内事業者名簿、全事業者名簿が掲載さ

れているが、監査対象部署である契約検査課への調査により、令

和５年４月１日現在の市内事業者名簿が正しく反映されていな

かった事実が判明した。本来、市内事業者名簿に掲載されるべき

業者が反映されておらず、請求人に疑念を抱かせる要因となっ

た。 

今後は、同様の事案が生じないよう、ダブルチェック等再発防

止策の実施を徹底することが必要である。 

 ２ 法定雇用義務のない事業主における障害者雇用状況の確認に

ついて 
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   芦屋市提案方式実施マニュアルでは、提案方式を実施する際

に、評価基準について、企業評価での障がい者雇用状況の評価項

目の提出書類として、障害者雇用状況報告書（写）の提出を求め、

同報告書をもって評価することとなっている。 

一方で、芦屋市道路公園施設包括管理業務委託評価結果では、

障がい者雇用状況の判断基準として「雇用する障がい者数が法

定数以上か（障がい者の雇用義務がない業者の場合、障がい者の

雇用があるか）」と記載されている。 

本件において、Ａ企業体、Ｂ企業体の代表企業は共に障がい者

の雇用義務のない事業主であり、公共職業安定所に障害者雇用

状況報告書を提出する義務はないにもかかわらず、障害者雇用

状況報告書（写）を提出書類とし、同報告書をもって評価を行う

ことを定めたことによって、本来は作成する必要のない報告書

を作成、提出させるという提案者に余分な負担を強いる結果と

なっている。 

障がい者の雇用の有無は他の手段をもって確認できるもので

あるから、今後、提案方式を実施する際に、障害者雇用状況報告

書の提出義務のない事業主が参加することも想定し、提出書類

の検討を行い、必要に応じてマニュアルの改善を検討すること

が望ましい。 


